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本書は，書名のとおり，令和元年の会社法改正を解説する書籍です。この改正も，コーポ
レート・ガバナンス改革の流れの中に位置します。内容は多岐にわたっており，細かい改正
も含まれていますが，実務的に重要なものばかりです。ただ，実務経験がないと，理解する

のは大変かもしれません。そこで，本書は，まず，「改正のポイント」を掲げて，何がどう変わったの
かを端的に示し，それから解説を始めます。改正点がパッとわかり便利です。解説は，コンパクトなが
ら，的確で，要所要所で「実務のポイント」をまとめてあります。
　会社法は実践的なことがらを施行規則や計算規則に委ねていますが，これらも法律に合わせて改正さ
れました。本書は新しい規則を織り込んだ解説をしています。
　また，法制審議会の委員である研究者と，森・濵田松本法律事務所の弁護士の先生方が執筆してくだ
さっており，その意味でも信頼して読んでいただける 1冊になっています。F
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改正の主要なポイントをもれなく解説しています。

※小社ウェブサイトの本書のページもご覧ください。

第 4 章　社債の管理
第 1節　社債管理補助者
第 2 節　社債権者集会

第 5 章　株式交付
第 1節　株式交付制度の創設
第 2 節　株式交付の手続
第 3 節　株式交付に対する救済手段
第 4 節　他の法規制との関係

第 6 章　その他
第 1節　責任追及等の訴えに係る訴訟におけ
る和解

第 2 節　議決権行使書面の閲覧等
第 3 節　株式の併合等に関する事前開示事項
第 4 節　会社の登記に関する見直し
第 5節　成年被後見人等に係る取締役等の欠
格条項

第 6節　親会社との間の重要な財務及び事業
の方針に関する契約の開示等

第1部　改正の経緯とコーポレート・ガバ
　ナンス改革における会社法の役割
1．平成 26 年会社法改正附則 25 条／2．ソ
フトローによるコーポレート・ガバナンス改
革／3．経済産業省と日本証券業協会の提
言／4．改正の経緯／ 5．コーポレート・ガ
バナンスの基本的視座と基本としての会社法

第 2 部　改正のポイント
第 1章　株主総会に関する規律の見直し
第 1節　株主総会資料の電子提供制度
第 2 節　株主提案権

第 2 章　取締役等に関する規律の見直し
第 1節　取締役の報酬等
第 2 節　補償契約
第 3 節　役員等のために締結される保険契約

第 3 章　社外取締役の活用等
第 1節　社外取締役への業務執行の委託
第 2 節　社外取締役を置くことの義務付け等
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